
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口 面積

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

熊本中央地域循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載

構成市町村等（作成者）名

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※

益城、嘉島、西原環境衛生施設組合（平成元年4月）
御船町甲佐町衛生施設組合（平成2年4月）
御船地区衛生施設組合（平成2年10月）

5年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

令和7年3月31日

甲佐町（全部過疎）、山都町（全部過疎）

上益城広域連合、益城町、嘉島町、御船町、甲佐町、山都町、
益城、嘉島、西原環境衛生施設組合、御船町甲佐町衛生施設組合、御船地区衛生施設組合

784.1km2

84,604人（令和6年4月1日現在）

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

開始年月日

終了年月日

益城、嘉島、西原環境衛生施設組合（益城町、嘉島町、西原村）
御船町甲佐町衛生施設組合（御船町、甲佐町）
御船地区衛生施設組合（益城町、嘉島町、御船町、甲佐町）

令和7年4月1日

令和12年3月31日



（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の場合

御船町・甲佐町は独自処理（環境省の確認は済んでいない）を予定している。

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合

山都町：令和６年度

 分別区分については、町間で異なっていることから、分別収集区分の統一に向けて、構成町と協議・調整を行う。
 現在、地域のごみ処理は、益城町、嘉島町については益城、嘉島、西原環境衛生施設組合のごみ処理施設（益城ク
リーンセンター）、御船町、甲佐町については御船町甲佐町衛生施設組合のごみ処理施設（御船甲佐クリーンセン
ター）、山都町については町が管理するごみ処理施設（小峰クリーンセンター）でそれぞれ処理を行っている。
 今後は、老朽化が進んでいる３つのごみ処理施設を、広域で新設するごみ処理施設（ごみ焼却施設、リサイクル施
設）１施設に統合し、地域におけるごみ処理事業の効率化を図る。その場合、 最終処分については、現状、本地域
には埋立処分が可能な最終処分場を有しておらず、民間委託により最終処分を行っているが、上益城広域連合が主
体となった場合は、自区域内での適正処分体制の確保に向けて、広域で新たな最終処分場の整備を進めていくこと
とする。
 なお、本計画に記載している事業と別に民間事業者による廃棄物処理施設の整備・運営の提案があっており、現
在、民間事業者による環境アセスメントが実施されいている。この環境アセスメントが令和７年度末に終了する予
定であり、環境アセスメント終了後、上益城５町により、上益城広域連合を主体とする本計画か民間事業者を主体
とする事業計画のどちらかに決定される予定である。

山都町全域

益城町、嘉島町

④市町村・品目により異なる（詳細は下記に記載）

山都町は独自処理にて実施しているが、環境省の確認は行っていない。

御船町全域、甲佐町全域

御船町：令和８年度　※一部地区で先行実施（令和７年10月から）
甲佐町：令和７年10月から町内全域で実施

④市町村・品目により異なる（詳細は下記に記載）



ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）

益城町（益城町災害廃棄物処理計画）、御船町（御船町災害廃棄物処理計画）
嘉島町（嘉島町災害廃棄物処理計画）、甲佐町（甲佐町災害廃棄物処理計画）
山都町（山都町災害廃棄物処理計画）

②一部構成市が策定中

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況



２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和4年度 令和12年度 現状比

84,755 77,776 -8.2%

7,594 6,948 -8.5%

17,637 16,134 -8.5%

509 506 -0.6%

　その他排出量（トン） 118 148 25.4%

　⑤総排出量（トン） 25,349 23,230 -8.4%

819 818 -0.1%

　再生利用量 5,173 4,880 -5.7%

20% 21%

　最終処分量 1,210 1,026 -15.2%

5% 4%

エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 0 0

特記事項

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：
ｇ/人日〕

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）



予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容



（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和4年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

25,349 t

リサイクル率

20.4%

処理残さ量

4,905 t

排出量 計画処理 19.4%

25,231 t

100.0% 減量化量

18,966 t

自家処理量 75.2% 最終処分量

1,210 t

4.8%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和12年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

23,230 t

リサイクル率

21.0%

処理残さ量

4,386 t

排出量 計画処理 19.0%

23,082 t

100.0% 減量化量

17,324 t

自家処理量 75.1% 最終処分量

0 t 1,026 t

4.4%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

4,880 t

0 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

3,360 t1,372 t

1,360 t

118 t 5,173 t

25,231 t
23,871 t 1,210 t

148 t

0 t

直接資源化量

23,082 t
1,026 t

14.6%

4.4%

5.9%

94.1%

21,710 t

0 t

0.0%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

3,695 t

14.6%

94.6%

5.4%

4.8%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量



（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和4年度 令和12年度 現状比

2,417 2,211 -8.5%

7,542 6,901 -8.5%

0 0 0

9,959 9,112 -8.5%

1,969 1,964 -0.3%

20% 22%

454 402 -11.5%

5% 4%

現状

令和4年度 令和12年度 現状比

1,875 1,715 -8.5%

2,110 1,930 -8.5%

118 148 25.4%

4,103 3,793 -7.6%

710 690 -2.8%

17% 18%

179 159 -11.2%

4% 4%

現状

令和4年度 令和12年度 現状比

1,466 1,342 -8.5%

3,500 3,202 -8.5%

0 0 0

4,966 4,544 -8.5%

1,243 1,122 -9.7%

25% 25%

49 49 0.0%

1% 1%

目標

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

益城町

嘉島町

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

御船町

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合



現状

令和4年度 令和12年度 現状比

619 567 -8.4%

2,177 1,990 -8.6%

0 0 0

2,796 2,557 -8.5%

780 683 -12.4%

28% 27%

35 35 0.0%

1% 1%

現状

令和4年度 令和12年度 現状比

1,217 1,113 -8.5%

2,308 2,111 -8.5%

0 0 0

3,525 3,224 -8.5%

471 421 -10.6%

13% 13%

493 381 -22.7%

14% 12%

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

甲佐町

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

山都町

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合



（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

　事業系ごみについては、現在、生活系ごみの分別区分に準じて、排出者自らが直接、ごみ処理施設に
持ち込む（直接搬入）か、各町が許可した業者（許可業者）に依頼してごみ処理施設に搬入することと
しており、今後もこの体制を継続していく予定である。

上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、表４のとおり計画支
援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

　分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。分別区分については、町間で異なっていることから、分別収集区分の
統一に向けて、構成町と協議・調整を行う。
　現在、地域のごみ処理は、益城町、嘉島町については益城、嘉島、西原環境衛生施設組合のごみ処理施設（益城クリーンセン
ター）、御船町、甲佐町については御船町甲佐町衛生施設組合のごみ処理施設（御船甲佐クリーンセンター）、山都町については
町が管理するごみ処理施設（小峰クリーンセンター）でそれぞれ処理を行っている。
　今後は、老朽化が進んでいる３つのごみ処理施設を、広域で新設するごみ処理施設（ごみ焼却施設、リサイクル施設）１施設に
統合し、地域におけるごみ処理事業の効率化を図る。
令和7年度からごみ焼却施設が整備されるまでは、一時的に熊本市東部環境工場に可燃ごみ処理を委託する予定である。
　また、各町において、令和11年度末までに、プラスチック製容器包装廃棄物及びプラスチック使用製品廃棄物の分別収集を進め
ていく。その場合、 最終処分については、現状、本地域には埋立処分が可能な最終処分場を有しておらず、民間委託により最終
処分を行っているが、上益城広域連合が主体となった場合は、自区域内での適正処分体制の確保に向けて、広域で新たな最終処分
場の整備を進めていくこととする。
　なお、本計画に記載している事業と別に民間事業者による廃棄物処理施設の整備・運営の提案があっており、現在、民間事業者
による環境アセスメントが実施されいている。この環境アセスメントが令和７年度末に終了する予定であり、環境アセスメント終
了後、上益城５町により、上益城広域連合を主体とする本計画か民間事業者を主体とする事業計画のどちらかに決定される予定で
ある。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

　現在、産業廃棄物の受け入れは行っておらず、当面は産業廃棄物の受け入れを行う予定はない。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 



表２　熊本中央地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

分別区分 処理方法
処理施設

等
一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼
却

可燃ごみ
焼
却

可燃ごみ
焼
却

可燃ごみ
焼
却

（

熱
回

収
） 発電

不燃ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ

破
砕
・

選
別

不燃ごみ
破
砕

選別

粗大ごみ 粗大ごみ 紙製資源物 粗大ごみ
破
砕

選別

紙類
紙類・再利用ビ
ン・アルミ製容
器・古布

缶・ビン
紙袋
紙パック

牛乳パック ビン・缶
ペットボト
ル

ペットボト
ル

ビン・缶・
アルミ缶

ペットボト
ル

食品トレイ
容器包装ﾌﾟﾗ
ｽﾁｯｸﾄﾚｲ

ペットボト
ル

プラスチッ
ク製容器包
装

牛乳パック 布類

プラスチッ
ク製容器包
装

牛乳パック 古着 廃食用油

乾電池 乾電池 乾電池
金属類（缶
詰）

蛍光管 蛍光管 蛍光管
ガラス類
（びん類）

その他 その他 小物金属類 その他

廃食油

現　　　状（令和4年度） 今　　　後（令和12年度）

益城町 嘉島町 御船町
分別区分 処理方法

処理施設等

リ
サ
イ
ク
ル

御船町甲佐
町衛生施設

組合

御船甲佐ク
リーンセン

ター

リ
サ
イ
ク
ル

広域ごみ処
理施設

（ごみ焼却
施設、リサ
イクル施

設、最終処
分場）

破
砕
・
選
別

リ
サ
イ
ク
ル

益城、嘉
島、西原環
境衛生施設

組合

益城クリー
ンセンター

破
砕
・
選
別

リ
サ
イ
ク
ル

益城、嘉
島、西原環
境衛生施設

組合

益城クリー
ンセンター



表２　熊本中央地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

分別区分 処理方法
処理施設

等
一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼
却

可燃ごみ
焼
却

可燃ごみ
焼
却

（

熱
回

収
） 発電

粗大ごみ

破
砕
・

選
別

不燃ごみ

破
砕
・

選
別

不燃ごみ
破
砕

選別

紙製資源物 粗大ごみ 粗大ごみ
破
砕

選別

缶・ビン スチール缶
紙袋
紙パック

ペットボト
ル

アルミ缶
ペットボト
ル

食品トレイ
ペットボト
ル

容器包装ﾌﾟﾗ
ｽﾁｯｸﾄﾚｲ

牛乳パック ビン 布類

古着 紙類 廃食用油

乾電池 乾電池
金属類（缶
詰）

蛍光管 蛍光管
ガラス類
（びん類）

小物金属類 古着 その他

廃食油

リ
サ
イ
ク
ル

山都町

小峰クリー
ンセンター

広域ごみ処
理施設

（ごみ焼却
施設、リサ
イクル施

設、最終処
分場）リ

サ
イ
ク
ル

リ
サ
イ
ク
ル

御船町甲佐
町衛生施設

組合

御船甲佐ク
リーンセン

ター

現　　　状（令和4年度） 今　　　後（令和12年度）

甲佐町 山都町
分別区分 処理方法

処理施設等



表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
熊本中央地域リサイ
クルセンター（仮

称）

事業主体 上益城広域連合

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

現有処理施設の老朽
化、施設の集約によ
る処理の効率化

施設種別 リサイクルセンター

処理方式 検討中

処理能力（単位） 15t/日程度

事業期間 令和8年度に方針決定

竣工（事業完了）予定年月 令和8年度に方針決定

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
御船町大字上野

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 －

CO2削減率
※改良事業の場合

－ 　　　

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合
－

備考



表３－Ｂ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 2

施設名称
熊本中央地域クリー
ンセンター（仮称）

事業主体 上益城広域連合

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

現有処理施設の老朽化
施設の集約による処理の効率化
エネルギーの有効利用促進

施設種別
ごみ焼却施設（エネ
ルギー回収あり）

型式及び処理方式 検討中

処理能力（単位） 78t/日程度

事業期間 令和8年度に方針決定

竣工（事業完了）予定年月 令和8年度に方針決定

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
御船町大字上野

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 －

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
回収率10.0％

余熱利用の計画 －

外部供給における利活
用の概要

－

CO2削減率
※改良事業の場合

－

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

備考



計画１人１日平均排出
量（g）

695g

計画収集人口（人） 77,776人

計画直接搬入量
（t/日）

4.00t

計画年間日平均処理量
（t/日）

58t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

73t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

災害廃棄物処理量
（見込み％）

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
73t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

①施設規模算定通
知２(4)を適用

備考

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載



表３－Ｃ　廃棄物運搬中継のための整備事業

事業番号

施設名称

事業主体

工種

事業目的
（新設等の理由）

型式及び処理方式

処理能力（単位）

事業期間

竣工（事業完了）予定年月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

プラ要件化の経過措置

プラ施設整備事業

関連する広域化・集約化
事業の概要

施設へのごみの直接持ち
込みの有無

取扱う収集品目

備考



表３－Ｄ　有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事業及びし尿処理施設の改良等

事業番号 3

施設名称
熊本中央地域汚泥再生
処理センター（仮称）

事業主体 上益城広域連合

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

現有処理施設の老朽化
施設の集約による処理
の効率化

施設種別
汚泥再生処理セン

ター

型式及び処理方式 検討中

処理能力（単位） 83kL/日程度

事業期間 令和8年度に方針決定

竣工（事業完了）予定年月 令和8年度に方針決定

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
御船町大字上野

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

CO2削減率
※改良事業の場合

－

処理する有機性廃棄物
※汚泥再生処理センター

を整備する場合

し尿
浄化槽汚泥
生ごみ

資源化の方法
※汚泥再生処理センター

を整備する場合
汚泥助燃剤化

資源化物の利用方法
※汚泥再生処理センター

を整備する場合

ごみ焼却施設の助燃
剤として利用予定

堆肥の利用計画
※ごみ堆肥化施設を整備

する場合
－

飼料の利用計画
※ごみ飼料化施設を整備

する場合
－

計画処理人口及び面積
※コミュニティ・プラン

トを整備する場合
－

備考



表３－Ｅ　適正な最終処分のための整備事業

事業番号 4

施設名称
熊本中央地域最終処

分場（仮称）

事業主体 上益城広域連合

工種 新設工事

事業目的
（新設等の理由）

自区域内での適性処
分体制の確保

埋立て場所 山面

型式及び処理方式 検討中

処分場総面積

処分場埋立面積

処分場埋立容積 38000㎥

事業期間 令和8年度に方針決定

竣工（事業完了）予定年月 令和8年度に方針決定

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
御船町大字上野

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 －

埋立期間 未定

埋立開始（予定）年月 未定

埋立終了（予定）年月 未定

跡地利用計画 未定

備考



表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 5 6 7

関連する本体事業の番
号

1,2 4 3

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 上益城広域連合 上益城広域連合 上益城広域連合

事業目的

エネルギー回収型廃棄物処
理施設及びマテリアルリサ
イクル推進施設の整備のた
め

最終処分場の整備の
ため

汚泥再生処理セン
ターの整備のため

事業概要
基本計画
測量、地質調査、造成設計
生活環境影響調査
基本設計・実施設計

基本計画
測量、地質調査、造成設計
生活環境影響調査
基本設計・実施設計

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○ ○

プラ要件の経過措置 － － －

プラ施設整備事業 － － －

備考



表５　現有施設一覧

施設種別 し尿処理施設

施設名
益城クリーンセン

ター
御船甲佐クリーン

センター
小峰クリーンセン

ター
益城クリーンセン

ター
御船甲佐クリーン

センター
小峰クリーンセン

ター
環境クリーンセン

ター

施設所有主体
益城、嘉島、西原
環境衛生施設組合

御船町甲佐町衛生
施設組合

山都町
益城、嘉島、西原
環境衛生施設組合

御船町甲佐町衛生
施設組合

山都町
御船地区衛生施設

組合

型式及び処理方式 准連続燃焼方式 准連続燃焼方式
機械化バッチ燃焼

方式
破砕・選別・圧縮 破砕・選別・圧縮

破砕・選別・圧
縮・梱包

高負荷脱窒素+高度
処理

処理能力（単位） 80t/日 48t/日 20t/日 15t/日 6t/日 6t/日 90kL/日

エネルギー回収の有無 無 無 無 － － － －

竣工年月 平成元年4月 平成2年4月 平成2年4月 平成元年4月 平成2年4月 平成2年4月 平成2年10月

廃止又は休止（予定）年月

施設所在地 益城町 御船町 山都町 益城町 御船町 山都町 御船町

想定される浸水深

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考

ごみ焼却施設 不燃ごみ・粗大ごみ処理施設・資源ごみ処理施設



表５　現有施設一覧

施設種別 し尿処理施設

施設名
千滝クリーンハウ

ス

施設所有主体 山都町

型式及び処理方式
膜分離高負荷脱窒

素+高度処理

処理能力（単位） 40kL/日

エネルギー回収の有無 －

竣工年月 平成6年3月

廃止又は休止（予定）年月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設所在地 山都町

想定される浸水深

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考



（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

益城町　益城町災害廃棄物処理計画に基づき、災害時は対応。災害支援協定を各種団体と締結。
嘉島町　嘉島町災害廃棄物処理計画に基づき、災害時は対応。災害支援協定を各種団体と締結。
御船町　御船町災害廃棄物処理計画に基づき、災害時は対応。災害支援協定を各種団体と締結。
　　　　住民向けの災害廃棄物処理ハンドブックを作成・配布
甲佐町　甲佐町災害廃棄物処理計画に基づき、災害時は対応。災害支援協定を各種団体と締結。
山都町　山都町災害廃棄物処理計画に基づき、災害時は対応。
　　　　可燃ごみについては、県内各団体と災害支援協定を締結。

　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

全町　　事業系ごみは、生活系ごみの分別区分に準じて、排出事業者自らが直接ごみ処理施設に持ち
　　　　込む（直接搬入）か、各町が許可した業者（許可業者）に依頼してごみ処理施設に搬入。

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

益城町　要綱でリサイクル回収団体へ助成金を交付。
　　　　生ごみ処理機の購入補助。ペットボトルは、BtoBで企業へ提供（有償）
嘉島町　偶数月に集団回収を実施。要綱でリサイクル回収団体へ奨励金を交付。
　　　　生ごみ処理機の購入補助。ペットボトルは、BtoBで企業へ提供（有償）
御船町　資源物の拠点回収方式（収集日が月１回）を廃止し、ステーション回収方式（収集日を増
　　　　設）に変更することで、リサイクルを促進する（令和８年度から）。
　　　　適切な分別・リサイクルを促進するため、外国語にも対応するごみ出しカレンダーアプリ導
　　　　入を予定（令和８年度から）。ペットボトルは水平リサイクルを継続・推進する。
甲佐町　月に１回、町内５６地区（集落）において集団回収（リサイクルステーションによる回収）
        を実施。ペットボトルは、BtoBで企業へ提供（有償）
山都町　年5回、集団回収を実施し、団体へ補助金を交付している。
　　　　生ごみ処理機の購入補助を実施。ペットボトルは、BtoB協定を企業と締結。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

益城町　プラスチック資源については、今後検討。
嘉島町　プラスチック資源については、今後検討。
御船町　令和８年度（一部地区では令和７年10月）から、プラスチック資源（容器・製品）の一括回
　　　　収を予定。※現在は容器・製品ともに可燃ごみとして回収
甲佐町　令和７年１０月より、プラスチック資源の分別回収を実施予定。
山都町　令和6年度よりプラスチック分別収集を開始。

御船町　可燃ごみは指定有料ごみ袋を導入済み。
　　　　令和８年度から埋め立てごみの指定有料ごみ袋、粗大ごみの有料ごみ出しシールを導入予定
　　　　（いずれも条例に定める手数料扱い、単純比例型）
他４町　「益城、嘉島、西原環境衛生施設組合」、「御船町甲佐町衛生施設組合」、「山都町」の条
　　　　例において、手数料を定めており、その条例に基づき、手数料を徴収している。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

益城町　町での回収は基本行わず、家電量販店等での回収を案内又はクリーンセンター窓口に直接持
　　　　ち込み案内
嘉島町　町での回収は基本行わず、家電量販店等での回収を案内。
御船町　資源物（その他電池類と同じ品目）として回収
甲佐町　資源物として、集団回収（リサイクルステーションによる回収）を実施。
山都町　電池として収集を実施。



（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

熊本中央地域各町は、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、熊本中
央地域各町、熊本県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評
価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反
映させるものとする。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直
すものとする。



総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費 合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0

1
上益城
広域連合

15 t/日 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

2
上益城
広域連合

78 t/日 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

3
上益城
広域連合

83 kL/日 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0

4
上益城
広域連合

約
30,000

㎥ - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

50,740 0 50,740 0 0 0 0 0 0

5
上益城
広域連合

- - - - - - 50,740 0 50,740 0 0 0 0 0 0 マテリアルリサイクルの計画支援費用を含む

6
上益城
広域連合

- - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7
上益城
広域連合

- - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

50,740 0 50,740 0 0 0 0 0 0

交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

熊本中央地域エネルギー回収型廃棄物
処理施設整備事業

廃棄物運搬中継のための整備事業

事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間

熊本中央地域最終処分場整備のための
計画支援

熊本中央地域有機性廃棄物リサイクル
推進施設整備事業

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

熊本中央地域マテリアルリサイクル推
進施設整備事業

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業

エネルギー回収等のための整備事業

し尿処理施設の改良事業等

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別

合     　　計

適正な最終処分のための整備事業

熊本中央地域最終処分場整備事業

計画支援事業等

熊本中央地域エネルギー回収型廃棄物
処理施設整備のための計画支援

熊本中央地域有機性廃棄物リサイクル
推進施設整備のための計画支援



一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

①総人口（人） 85,059 84,850 84,789 84,755 82,964 82,234 81,499 80,759 80,016 79,272 78,523

②事業系ごみ排出量
（トン）

7,785 7,037 7,695 7,594 6,556 6,444 6,354 6,296 6,255 6,180 6,122

③生活系ごみ排出量
（トン）

17,758 18,029 17,897 17,637 17,074 16,791 16,551 16,401 16,295 16,099 15,947

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

517 520 516 509 490 484 481 481 482 480 481

その他排出量
（トン）

146 134 127 118 147 147 147 146 145 143 142

⑤総排出量
（トン）

25,689 25,200 25,719 25,349 23,777 23,382 23,052 22,843 22,695 22,422 22,211

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

827 811 831 819 785 777 775 775 777 773 775

⑦総資源化量
（トン）

3,000 4,513 4,435 4,391 3,215 3,213 3,212 3,186 3,171 3,136 3,111

⑧埋立最終処分量
（トン）

1,866 1,505 1,336 1,210 2,632 2,572 2,522 2,495 2,476 2,441 2,414

]

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

1,707 1,891 1,934 1,882 2,232 2,237 2,243 2,220 2,208 2,181 2,160

年間日数
（日）

365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365

指標・単位

過去の状況・現状 予測

85,059 84,850 84,789 84,755 

82,964 
82,234 

81,499 
80,759 

80,016 
79,272 

78,523 

74,000

76,000

78,000

80,000

82,000

84,000

86,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

146 134 127 118 147 147 147 146 145 143 142 

17,758 18,029 17,897 17,637 17,074 16,791 16,551 16,401 16,295 16,099 15,947 

7,785 7,037 7,695 7,594 
6,556 6,444 6,354 6,296 6,255 6,180 6,122 

25,689 25,200 25,719 25,349 
23,777 23,382 23,052 22,843 22,695 22,422 22,211 

0

5,000

10,000
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20,000
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

3,000 

4,513 4,435 4,391 

3,215 3,213 3,212 3,186 3,171 3,136 3,111 

1,866 

1,505 
1,336 1,210 

2,632 2,572 2,522 2,495 2,476 2,441 2,414 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）

517 520 516 509 490 484 481 481 482 480 481 

827 811 831 819 
785 777 775 775 777 773 775 

0
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）



理由書

環 境 大 臣 殿

上益城広域連合
連合長　西村　博則

記

１．計画区域内において実施している排出抑制施策及び集団回収等の内容

２．以下どちらかを示す書類（参考書類添付）
・令和７年度において、平成24年度に対して排出量を約16％削減していることを示す書類

本広域連合が実施する一般廃棄物処理施設整備事業について、「循環型社会形成推進交付金等に係
る施設の整備規模について（通知）」（令和６年３月２９日付環循適発第24032920号）に規定する
計画１人１日平均排出量を、直近の１人１日当たりのごみ排出量の実績値の95％以上の値とするた
め、当該通知３イに基づき下記のとおり提出します。

　平成27年度より上益城５町において、一般廃棄物の広域処理を行うために取り組んでいる。
　現在、本事業と別に民間事業者による廃棄物処理施設の整備・運営の提案があっており、民間事
業者による環境アセスメントが実施されいている。この環境アセスメントが令和７年度末に終了す
る予定であり、環境アセスメント終了後、上益城５町により、上益城広域連合を主体とする本計画
か民間事業者を主体とする事業計画のどちらかに決定される予定である。
　令和８年度に本計画で事業を実施すると決定された際には、基本計画、地域計画及び施設規模等
の見直しを行う予定である。

・循環型社会形成推進基本計画で定める１人１日当たりのごみ排出量の数値目標を達成しているこ
とを示す書類


























